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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
面内に複屈折率を有する光学フィルムと偏光子とがこの順序で、前記光学フィルムが前記
偏光子の視認側に配置された構成を有する画像表示装置であって、
前記光学フィルムの遅相軸と前記偏光子の吸収軸とのなす角度の範囲が３０～６０°とな
るように、前記光学フィルムと前記偏光子とが設置されており、
前記光学フィルムは、リタデーションが３０００ｎｍ以上、４万ｎｍ以下のポリエステル
フィルムで厚みが１０～５００μｍであり、
前記光学フィルムを通過した光は、波長５８０～７８０ｎｍの間で最もピーク強度の高い
波長透過率が２０～８０％であり、
前記光学フィルムに入射する光は、ＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０カバー率が５０％以上で
あり、波長５８０ｎｍ以上７８０ｎｍ以下の赤色領域、波長４８０ｎｍ以上５８０ｎｍ未
満の緑色領域、及び、波長３８０ｎｍ以上４８０ｎｍ未満の青色領域の各領域において、
それぞれ発光スペクトルのピークを有し、前記赤色領域における発光スペクトルのピーク
の半値幅が７０ｎｍ以下であり、前記緑色領域における発光スペクトルのピークの半値幅
が６０ｎｍ以下であり、前記青色領域における発光スペクトルのピークの半値幅が４０ｎ
ｍ以下であり、
前記光学フィルムは、前記偏光子側と反対側の面上に光学機能層が積層されて光学積層体
を構成している
ことを特徴とする画像表示装置。
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なお、前記光学フィルムを通過した光の波長透過率は、面内に複屈折率を有する光学フィ
ルムと偏光子とがこの順序、前記光学フィルムが前記偏光子の視認側に配置された構成を
有する画像表示装置の観測者側に他の偏光子を配置し、前記偏光子の吸収軸と前記他の偏
光子の吸収軸とがパラレルニコルの状態で測定して得られた値、又は、下記式（Ｂ）によ
り求められた値である。
　Ｉ＝Ｉ０－Ｉ０・ｓｉｎ２（π・Ｎ（λ）・Ｒｅ／λ）　（Ｂ）
（式中では、光学フィルムに入射する光の強度をＩ０、光学フィルムの波長５９０ｎｍに
対する位相差をＲｅ、入射する光の振動方向と光学フィルムの遅相軸とのなす角度をθ、
光学フィルムを構成する材料の可視光領域（波長３８０ｎｍ以上波長７８０ｎｍ以下）の
波長の複屈折率（Δｎ（λ））を、光学フィルムを構成する材料の波長５９０ｎｍの複屈
折率（Δｎ（５９０ｎｍ））で割った値をＮ（λ）、光学フィルムを透過した光の強度を
Ｉとして示す。）
【請求項２】
光学フィルムに入射する光は、青色発光ダイオードと、赤色蛍光体と、緑及び／又は黄色
蛍光体とを用いて作られた光であり、
前記赤色蛍光体は、Ｍｎ４＋付活フッ化物錯体蛍光体である請求項１記載の画像表示装置
。
【請求項３】
光学フィルムに入射する光は、有機エレクトロルミネッセンス素子から発光された光であ
る請求項１記載の画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、画像表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
液晶表示装置に代表される表示装置は、輝度、解像度、色域等の性能が急速に進歩してい
る。そして、これらの性能の進歩に比例して、携帯用情報端末等の屋外で使用される画像
表示装置が増加している。
【０００３】
また、日差しの強い屋外等の環境では、眩しさを軽減するために偏光機能を備えたサング
ラス（以下、「偏光サングラス」と称する。）をかけた状態で画像表示装置を観察する場
合がある。
ところが、通常、液晶表示装置のような画像表示装置には偏光板が備えられており、この
ような偏光板を含む画像表示装置の表示画面を、偏光サングラス越しに観察する際、偏光
板の吸収軸と偏光サングラスの偏光の吸収軸とが一致すると、表示画面が暗くなり見えな
くなる（以下、「ブラックアウト」と称する。）という問題があった。
なお、画像表示装置としては、液晶表示装置の他、有機エレクトロフミネッセンス（有機
ＥＬ）表示装置もよく知られているが、有機ＥＬ表示装置も外光反射による表示画像のコ
ントラスト（明所コントラスト）低下を防止するために、有機ＥＬ素子の視認側に偏光板
（円偏光板）が配置されているため、ブラックアウトの問題が生じていた。
【０００４】
このようなブラックアウトの問題に対し、例えば、特許文献１には、連続的で幅広い発光
スペクトルを有する光源として白色発光ダイオードと、液晶セルの視認側に偏光板が設け
られ、該偏光板の視認側に３０００～３万ｎｍのリタデーションを有する高分子フィルム
（ポリエステルフィルム）とを配置し、該高分子フィルムの遅相軸と偏光板の吸収軸との
なす角を凡そ４５度とした液晶表示装置が開示されている。このような高リタデーション
の高分子フィルムを偏光板の視認側に設けることで、ブラックアウトの問題を解消し得る
。また、特許文献１に記載の発明では、バックライト光源として白色発光ダイオード（白
色ＬＥＤ）を用いた液晶表示装置において、高リタデーションの高分子フィルムを用いる
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ことで、該高分子フィルムのリタデーション値に特有の干渉色（ニジムラ）の発生も防止
している。
ここで、特許文献１に記載のような連続的で幅広い発光スペクトルを有する光源を用いた
画像表示装置においては、偏光板の視認側に配置する保護層として３０００ｎｍ以上のリ
タデーションを有していれば良いのであり、その上限は存在しない。特許文献１に記載の
発明において高分子フィルムのリタデーションの上限を３万としているのは、これ以上高
いリタデーションとするには膜厚を大きくせざるを得ないため、取り扱いの観点から設定
された上限値である。なお、図２に白色発光ダイオードの発光スペクトルを示した。
【０００５】
一方で、画像表示装置の光源が、ＣＣＦＬのような特定波長にピークを有する不連続な発
光スペクトルしか有していない光源である場合、ブラックアウト及び干渉色（ニジムラ）
の問題を解消するには、保護層として１０万ｎｍを超えるリタデーションを有する特殊な
無機系素材を用いなければならなかった（例えば、特許文献２等参照）。なお、図３にＣ
ＣＦＬの発光スペクトルを示した。
【０００６】
ここで、昨今の画像表示装置では、高い演色性（色域を広げること）が求められてきてお
り、このような高い演色性を発揮させようとする場合、白色発光ダイオードから発光され
た連続的で幅広い発光スペクトルを有する光に比べ、より狭い発光スペクトル（特定波長
にピークを有する発光スペクトルの光）が使用される。
このような白色発光ダイオードから発光された連続的で幅広い発光スペクトルを有する光
に比べ、より狭い発光スペクトルを有する光を画像表示装置の光源として用いる場合、ブ
ラックアウト及び干渉色（ニジムラ）の発生を抑制するには、偏光板の保護層として１０
万ｎｍを超える極めて高いリタデーションを有する特殊な素材を用いる必要があるが、高
分子フィルムを用いてこのような高リタデーションを達成しようとすると、膜厚が厚くな
り過ぎてしまい実用上問題があった。
【０００７】
また、スマートフォンに代表される画像表示装置は、手の中で様々な方向に動かして使用
されることがあり、偏光サングラスをかけた状態で画像表示装置を観察したとき、偏光サ
ングラスの吸収軸と、画像表示装置の偏光子吸収軸とがパラレルニコル状態となった場合
と、クロスニコル状態となった場合との色味の変化、すなわち、色差が大きいことが問題
となっていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０１１－１０７１９８号公報
【特許文献２】特開平１０－１０５２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
本発明は、上記現状に鑑み、特殊な無機系素材を用いず、実用上問題ない厚みを有する光
学フィルムを備え、高い演色性を有するとともに、狭い発光スペクトルを有する光源であ
っても、ブラックアウト及び干渉色（ニジムラ）の発生を極めて高度に抑制させることが
でき、任意の位置から表示画面を観察したときであっても、色差の小さな表示画面が得ら
れる画像表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
本発明は、面内に複屈折率を有する光学フィルムと偏光子とがこの順序、上記光学フィル
ムが前記偏光子の視認側に配置された構成を有する画像表示装置であって、上記光学フィ
ルムの遅相軸と上記偏光子の吸収軸とのなす角度の範囲が３０～６０°となるように、上
記光学フィルムと上記偏光子とが設置されており、上記光学フィルムは、リタデーション



(4) JP 6600611 B2 2019.10.30

10

20

30

40

50

が３０００ｎｍ以上、４万ｎｍ以下のポリエステルフィルムで厚みが１０～５００μｍで
あり、上記光学フィルムを通過した光は、波長５８０～７８０ｎｍの間で最もピーク強度
の高い波長透過率が２０～８０％であり、上記光学フィルムに入射する光は、ＩＴＵ－Ｒ
　ＢＴ．２０２０カバー率が５０％以上であり、波長５８０ｎｍ以上７８０ｎｍ以下の赤
色領域、波長４８０ｎｍ以上５８０ｎｍ未満の緑色領域、及び、波長３８０ｎｍ以上４８
０ｎｍ未満の青色領域の各領域において、それぞれ発光スペクトルのピークを有し、上記
赤色領域における発光スペクトルのピークの半値幅が７０ｎｍ以下であり、上記緑色領域
における発光スペクトルのピークの半値幅が６０ｎｍ以下であり、上記青色領域における
発光スペクトルのピークの半値幅が４０ｎｍ以下であり、上記光学フィルムは、上記偏光
子側と反対側の面上に光学機能層が積層されて光学積層体を構成していることを特徴とす
る画像表示装置である。
なお、上記光学フィルムを通過した光の波長透過率は、面内に複屈折率を有する光学フィ
ルムと偏光子とがこの順序、上記光学フィルムが前記偏光子の視認側に配置された構成を
有する画像表示装置の観測者側に他の偏光子を配置し、上記偏光子の吸収軸と上記他の偏
光子の吸収軸とがパラレルニコルの状態で測定して得られた値、又は、下記式（Ｂ）によ
り求められた値である。
　Ｉ＝Ｉ０－Ｉ０・ｓｉｎ２（π・Ｎ（λ）・Ｒｅ／λ）　（Ｂ）
（式中では、光学フィルムに入射する光の強度をＩ０、光学フィルムの波長５９０ｎｍに
対する位相差をＲｅ、入射する光の振動方向と光学フィルムの遅相軸とのなす角度をθ、
光学フィルムを構成する材料の可視光領域（波長３８０ｎｍ以上波長７８０ｎｍ以下）の
波長の複屈折率（Δｎ（λ））を、光学フィルムを構成する材料の波長５９０ｎｍの複屈
折率（Δｎ（５９０ｎｍ））で割った値をＮ（λ）、光学フィルムを透過した光の強度を
Ｉとして示す。）
【００１１】
本発明の画像表示装置において、上記光学フィルムに入射する光は、青色発光ダイオード
と、赤色蛍光体と、緑及び／又は黄色蛍光体とを用いて作られた光であり、上記赤色蛍光
体は、Ｍｎ４＋付活フッ化物錯体蛍光体であることが好ましい。
また、上記光学フィルムに入射する光は、有機エレクトロルミネッセンス素子から発光さ
れた光であることが好ましい。
以下、本発明を詳細に説明する。
【００１２】
本発明者らは、面内に複屈折率を有する光学フィルムと偏光子とが積層された構成を有す
る画像表示装置において、該光学フィルムのリタデーションと偏光子に対する配置角度と
を所定の範囲にするとともに、光学フィルムに入射する光と該光学フィルムを透過した光
を特定のものとすることにより、特殊な無機系材料を用いず、かつ、実用上問題ない厚み
を有する光学フィルムを備え、高い演色性と優れたブラックアウト及び干渉色（ニジムラ
）防止性とを有し、表示画面を異なる方向から見たときの色差を抑制できることを見出し
、本発明を完成するに至った。
【００１３】
本発明は、面内に複屈折率を有する光学フィルムと偏光子とがこの順序で配置された構成
を有する画像表示装置である。
なお、本発明の画像表示装置は、偏光子の光学フィルム側と反対側に、λ／４位相差フィ
ルムが配置されていてもよい。このようなλ／４位相差フィルムとしては、延伸フィルム
や、塗布型の液晶材料を用いてなるフィルム等公知のものを用いることができる。
【００１４】
上記偏光子は、例えば、上記λ／４位相差フィルムと、面内に複屈折率を有する光学フィ
ルムとで挟持されており、特定の振動方向を持つ光のみを透過する機能を有する偏光子で
あれば特に限定されず、例えば、ＰＶＡ系フィルム等を延伸し、ヨウ素や二色性染料等で
染色したＰＶＡ系偏光子；ＰＶＡの脱水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等のポリ
エン系偏光子；コレステリック液晶を用いた反射型偏光子；薄膜結晶フィルム系偏光子等



(5) JP 6600611 B2 2019.10.30

10

20

30

40

50

が挙げられ、なかでも、ＰＶＡ系偏光子が好ましく用いられる。
上記ＰＶＡ系偏光子としては、例えば、ＰＶＡ系フィルム、部分ホルマール化ポリビニル
アルコール系フィルム、エチレン－酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性
高分子フィルムに、ヨウ素や二色性染料などの二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの
が挙げられる。なかでも、ＰＶＡ系フィルムとヨウ素などの二色性物質からなる偏光子が
好適に用いられる。
このような偏光子の厚さとしては特に制限されず、一般的に、１～１００μｍ程度である
。
特に有機ＥＬ表示装置などに用いる場合、フレキシブル対応のために、これまでのような
ヨウ素系だけでなく、リオトロピック液晶タイプや、２色性ゲスト－ホストなどの塗布型
偏光子であってもよい。
【００１５】
上記面内に複屈折を有する光学フィルムとしては特に限定されず、例えば、ポリカーボネ
ート、ポリエステル等からなるフィルムが挙げられるが、なかでも、コスト及び機械的強
度において有利なポリエステル基材であることが好適である。なお、以下の説明では、面
内に複屈折率を有する光学フィルムをポリエステル基材として説明する。
 
【００１６】
上記ポリエステル基材は、３０００ｎｍ以上のリタデーションを有する。リタデーション
が３０００ｎｍ未満であると、本発明の画像表示装置の表示画像にブラックアウトや色の
異なるムラ（以下、「干渉色」ともいう）が生じてしまう。一方、上記ポリエステル基材
のリタデーションの上限としては特に限定されないが、４万ｎｍ程度であることが好まし
い。４万ｎｍを超えると、上記ポリエステル基材の膜厚が相当に厚くなり、実用上問題と
なることがあるため好ましくない。
上記ポリエステル基材のリタデーションは、ブラックアウトや干渉色防止性及び薄膜化の
観点から、５０００～２５０００ｎｍであることが好ましい。より好ましい範囲は、７０
００～２万ｎｍである。
【００１７】
なお、上記リタデーションとは、ポリエステル基材の面内において最も屈折率が大きい方
向（遅相軸方向）の屈折率（ｎｘ）と、遅相軸方向と直交する方向（進相軸方向）の屈折
率（ｎｙ）と、ポリエステル基材の厚み（ｄ）とにより、以下の式によって表わされるも
のである。
　　　リタデーション（Ｒｅ）＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
また、上記リタデーションは、例えば、王子計測機器社製「ＫＯＢＲＡ－ＷＲ」、「ＰＡ
Ｍ－ＵＨＲ１００」によって測定することができる。
また、二枚の偏光板を用いて、ポリエステル基材の配向軸方向（主軸の方向）を求め、当
該配向軸と配向軸方向に対して直交する軸の二つの軸の屈折率（ｎｘ、ｎｙ）を、アッベ
屈折率計（アタゴ社製　ＮＡＲ－４Ｔ）によって求める。ここで、より大きい屈折率を示
す軸を遅相軸と定義する。光学フィルムの厚みｄは、例えば、マイクロメーター（商品名
：Ｄｉｇｉｍａｔｉｃ　Ｍｉｃｒｏｍｅｔｅｒ、ミツトヨ社製）により測定し、単位をｎ
ｍに換算する。複屈折率（ｎｘ－ｎｙ）と、光学フィルムの厚みｄ（ｎｍ）との積より、
リタデーションを計算することもできる。
なお、本発明では、上記ｎｘ－ｎｙ（以下、Δｎとも表記する）は、０．０５～０．４０
であることが好ましい。上記Δｎが０．０５未満であると、充分なブラックアウトの抑制
効果が得られないことがあり、また、上述したリタデーション値を得るために必要な膜厚
が厚くなることがある。一方、上記Δｎが０．４０を超えると、ポリエステル基材として
、裂け、破れ等を生じやすくなり、工業材料としての実用性が著しく低下することがある
。
上記Δｎのより好ましい下限は０．０７、より好ましい上限は０．３５である。なお、上
記Δｎが０．３５を超えると、耐湿熱性試験でのポリエステル基材の耐久性が劣ることが
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ある。耐湿熱性試験での耐久性が優れることから、上記Δｎの更に好ましい上限は０．３
０である。
【００１８】
上記ポリエステル基材を構成する材料としては、上述したリタデーションを充足するもの
であれば特に限定されないが、芳香族二塩基酸又はそのエステル形成性誘導体と、ジオー
ル又はそのエステル形成性誘導体とから合成される線状飽和ポリエステルである。かかる
ポリエステルの具体例として、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンイソフタレー
ト、ポリブチレンテレフタレート、ポリ（１，４－シクロヘキシレンジメチレンテレフタ
レート）、ポリエチレン－２，６－ナフタレートを例示することができる。
また、ポリエステル基材に用いられるポリエステルは、これらの上記ポリエステルの共重
合体であってもよく、上記ポリエステルを主体（例えば８０モル％以上の成分）とし、少
割合（例えば２０モル％以下）の他の種類の樹脂とブレンドしたものであってもよい。ポ
リエステルとしてポリエチレンテレフタレート又はポリエチレン－２，６－ナフタレート
が力学的物性や光学物性等のバランスが良いので特に好ましい。特に、ポリエチレン－２
，６－ナフタレート（ＰＥＮ）からなることが好ましい。
ＰＥＮは汎用性が高く、入手が容易であるからである。本発明においてはＰＥＮのような
、汎用性が極めて高いフィルムであっても、表示品質の高い画像表示装置を作製すること
が可能な、光学フィルムを得ることができる。更に、ＰＥＮは、透明性、熱又は機械的特
性に優れ、延伸加工によりリタデーションの制御が可能であり、固有複屈折が大きく、膜
厚が薄くても比較的容易に大きなリタデーションが得られる。
【００１９】
上記ポリエステル基材を得る方法としては、上述したリタデーションを充足する方法であ
れば特に限定されないが、例えば、材料の上記ＰＥＮ等のポリエステルを溶融し、シート
状に押出し成形された未延伸ポリエステルをガラス転移温度以上の温度においてテンター
等を用いて横延伸後、熱処理を施す方法が挙げられる。
上記横延伸温度としては、８０～１３０℃が好ましく、より好ましくは９０～１２０℃で
ある。また、横延伸倍率は２．５～６．０倍が好ましく、より好ましくは３．０～５．５
倍である。上記横延伸倍率が６．０倍を超えると、得られるポリエステル基材の透明性が
低下しやすくなり、横延伸倍率が２．５倍未満であると、延伸張力も小さくなるため、得
られるポリエステル基材の複屈折が小さくなり、リタデーションを３０００ｎｍ以上とで
きないことがある。
また、本発明においては、二軸延伸試験装置を用いて、上記未延伸ポリエステルの横延伸
を上記条件で行った後、該横延伸に対する流れ方向の延伸（以下、縦延伸ともいう）を行
ってもよい。この場合、上記縦延伸は、延伸倍率が２倍以下であることが好ましい。上記
縦延伸の延伸倍率が２倍を超えると、Δｎの値を上述した好ましい範囲にできないことが
ある。
また、上記熱処理時の処理温度としては、１００～２５０℃が好ましく、より好ましくは
１８０～２４５℃である。
【００２０】
上述した方法で作製したポリエステル基材のリタデーションを３０００ｎｍ以上に制御す
る方法としては、延伸倍率や延伸温度、作製するポリエステル基材の膜厚を適宜設定する
方法が挙げられる。具体的には、例えば、延伸倍率が高いほど、延伸温度が低いほど、ま
た、膜厚が厚いほど、高いリタデーションを得やすくなり、延伸倍率が低いほど、延伸温
度が高いほど、また、膜厚が薄いほど、低いリタデーションを得やすくなる。
【００２１】
上記ポリエステル基材の厚みとしては、実用上問題とならない厚みであることが必要であ
り、具体的には、１０～５００μｍの範囲内であることが好ましい。１０μｍ未満である
と、上記ポリエステル基材のリタデーションを３０００ｎｍ以上にできず、また、力学特
性の異方性が顕著となり、裂け、破れ等を生じやすくなり、工業材料としての実用性が著
しく低下することがある。一方、５００μｍを超えると、実用上問題となることがあり、
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また、ポリエステル基材が非常に剛直であり、高分子フィルム特有のしなやかさが低下し
、やはり工業材料としての実用性が低下するので好ましくない。上記ポリエステル基材の
厚さのより好ましい下限は２０μｍ、より好ましい上限は４００μｍであり、更により好
ましい上限は３００μｍである。
【００２２】
また、上記ポリエステル基材は、可視光領域における透過率が８０％以上であることが好
ましく、８４％以上であるものがより好ましい。なお、上記透過率は、ＪＩＳ　Ｋ７３６
１－１（プラスチック－透明材料の全光透過率の試験方法）により測定することができる
。
【００２３】
また、本発明において、上記ポリエステル基材には本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、け
ん化処理、グロー放電処理、コロナ放電処理、紫外線（ＵＶ）処理、及び火炎処理等の表
面処理を行ってもよい。
【００２４】
本発明の画像表示装置において、上記ポリエステル基材等の光学フィルムを配する際は、
偏光子の吸収軸と上記光学フィルムの遅相軸とのなす角が凡そ４５°となるようにする。
これにより偏光サングラスなどの偏光板がどのような角度であっても高い透過光を得るこ
とができ、ブラックアウトの問題が生じることがない。なお、上記角度は厳密に４５°で
ある必要はなく、本発明の効果を損なわない範囲であれば、必要に応じて適宜調節しても
良い。上記角度の好ましい範囲は３０～６０°、より好ましくは４０～５０°である。
【００２５】
本発明の画像表示装置において、上述した条件で上記光学フィルムを偏光子の視認側に配
置する方法としては、偏光子の最外層に直接に光学フィルムを積層してもよく、従来公知
の他の透明部材を介して配置してもよい。
また、本発明の画像表示装置の視認側最表面に光学フィルムを設置、貼り合わせてもよい
。
上記光学フィルムを直接、又は、他の透明部材を介して配置する際は、粘着層を設けた光
学フィルムを用いることも好ましい態様である。このとき、他の透明部材は、光学フィル
ムと偏光子との間であっても良いし、光学フィルムよりも観測者側に配置されていても良
い。
【００２６】
上記光学フィルムは、上記偏光子側と反対側の面上に光学機能層が積層され、光学積層体
を構成していることが好ましい。
上記光学機能層は、ハードコート性能を有するハードコート層や、低屈折率層等、光学的
機能を発揮し得る層であれば特に限定されない。なお、上記ハードコート層や低屈折率層
等としては特に限定されず、従来公知のものと同様の方法で形成することができる。
【００２７】
上記光学積層体は、硬度が、ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４（１９９９）による鉛筆硬度試
験（荷重４．９Ｎ）において、ＨＢ以上であることが好ましく、Ｈ以上であることがより
好ましい。
また、上記光学積層体は、全光線透過率が８０％以上であることが好ましい。８０％未満
であると、有機ＥＬ表示装置に装着した場合において、色再現性や視認性を損なうおそれ
がある他、所望のコントラストが得られないおそれがある。上記全光線透過率は、９０％
以上であることがより好ましい。
上記全光線透過率は、ヘイズメーター（村上色彩技術研究所製、製品番号；ＨＭ－１５０
）を用いてＪＩＳ　Ｋ－７３６１に準拠した方法により測定することができる。
また、上記光学積層体は、ヘイズが１％以下であることが好ましい。１％を超えると、所
望の光学特性が得られず、上記光学積層体を画像表示装置に設置した際の視認性が低下す
る。
上記ヘイズは、ヘイズメーター（村上色彩技術研究所製、製品番号；ＨＭ－１５０）を用
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いてＪＩＳ　Ｋ－７１３６に準拠した方法により測定することができる。
【００２８】
本発明の画像表示装置は、上記光学フィルムに入射する光は、ＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２
０カバー率が５０％以上である。このような光は、従来の白色発光ダイオードからの光と
比較して狭い発光スペクトルを有するものであるため、本発明の画像表示装置は、高い演
色性を有するものとなる。
ここで、ＲＧＢ（赤、緑、青）の三色の混合によって再現できる色域は、ＣＩＥ１９３１
－ｘｙ色度図上の三角形で示される。上記三角形は、ＲＧＢ各色の頂点座標を定め、各頂
点を結ぶことにより形成される。このＲＧＢの発光スペクトルがそれぞれシャープである
と、ＣＩＥ１９３１－ｘｙ色度図において、Ｒの頂点座標はｘの値が大きくｙの値が小さ
くなり、Ｇの頂点座標はｘの値が小さくｙの値が大きくなり、Ｂの頂点座標はｘの値が小
さくｙの値が小さくなる。つまり、ＲＧＢの発光スペクトルがそれぞれシャープであると
、ＣＩＥ１９３１－ｘｙ色度図においてＲＧＢ各色の頂点座標を結んだ三角形の面積が大
きくなり、再現できる色域の幅が広くなる。
本発明において、上記光学フィルムに入射する光は、ＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０カバー
率が５０％以上であるが、上記ＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０カバー率とは、ＣＩＥ１９３
１－ｘｙ色度図におけるＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０規定の三角形の面積に対して、光学
フィルムに入射する光の色域の三角形の面積の重なり部分の面積の比率をいう。
上記光学フィルムに入射する光のＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０カバー率が５０％未満であ
ると、本発明の画像表示装置の演色性が不充分となる。上記ＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０
カバー率の好ましい下限は６０％、より好ましい下限は６５％である。
なお、上記光学フィルムに入射する光のＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０カバー率の算出は、
例えば、液晶表示装置や白色ＯＬＥＤの場合は、光源からカラーフィルターを通して、ま
た、例えば、ＲＧＢ３色塗り分けＯＬＥＤのような場合は、カラーフィルターを通さずに
、ＲＧＢ各色の頂点座標を求め、ＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０規定の三角形の面積に対し
て、光学フィルムに入射する光の色域の三角形の面積の重なり部分の面積の比率より算出
する。
【００２９】
本発明の画像表示装置の光学フィルムを通過した光は、波長５８０～７８０ｎｍの間で最
もピーク強度の高い波長透過率が２０～８０％である。上記波長透過率が２０％未満であ
ると、本発明の画像表示装置に上述した所定のリタデーションを有する光学フィルムを偏
光子に対して配置角度を限定して配置したとしても、干渉色が生じてしまい、８０％を超
えると、本発明の画像表示装置の表示画面を異なる方向から見たときに色差が大きくなっ
てしまう。上記波長透過率の好ましい下限は４０％であり、好ましい上限は６０％である
。
このような本発明の画像表示装置は、スマートフォンに代表されるように、自由に表示画
面の方向を変更できるものであることが好ましい。
【００３０】
なお、上記光学フィルムを通過した光の上述した波長透過率の測定は、面内に複屈折率を
有する光学フィルムと偏光子とがこの順序で配置された構成を有する画像表示装置の観測
者側に他の偏光子を配置し、偏光子の吸収軸と他の偏光子の吸収軸とがパラレルニコルの
状態で行う。
また、上記光学フィルムを通過した光の上述した波長透過率は、下記のようにシミュレー
ションによって求めてもよい。
すなわち、光学フィルムに入射する光の強度をＩ０、光学フィルムの波長５９０ｎｍに対
する位相差をＲｅ、入射する光の振動方向と光学フィルムの遅相軸とのなす角度をθ、光
学フィルムを構成する材料の可視光領域（波長３８０ｎｍ以上波長７８０ｎｍ以下）の波
長の複屈折率（Δｎ（λ））を、光学フィルムを構成する材料の波長５９０ｎｍの複屈折
率（Δｎ（５９０ｎｍ））で割った値をＮ（λ）とした場合、光学フィルムを透過した光
の強度であるＩは、以下の式（Ａ）で表すことができる。なお、光学フィルムに入射する
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光は、光学フィルムより表示素子側に位置する偏光子を通過した直線偏光であることを前
提としている。
　Ｉ＝Ｉ０－Ｉ０・ｓｉｎ２（２θ）・ｓｉｎ２（π・Ｎ（λ）・Ｒｅ／λ）　（Ａ）
ここで、θは４５°とするため、上記式（Ａ）は、以下の式（Ｂ）で表される。
　Ｉ＝Ｉ０－Ｉ０・ｓｉｎ２（π・Ｎ（λ）・Ｒｅ／λ）　（Ｂ）
上記式（Ｂ）より、波長５８０～７８０ｎｍの間で最もピーク強度の高い波長の透過率を
計算でき、光学フィルムの設計値を決定することもできる。
【００３１】
本発明の画像表示装置は、上述した構成からなるため、暗所にて白表示とし、偏光サング
ラス吸収軸と偏光子の吸収軸とのなす角度が０°（パラレルニコル）となるときと、９０
°（クロスニコル）となるときの正面色味の変化（色差）が抑制されたものとなる。
【００３２】
本発明の画像表示装置において、上記光学フィルムに入射する光は、青色発光ダイオード
と、赤色蛍光体と、緑及び／又は黄色蛍光体とを用いて作られた光であり、上記赤色蛍光
体は、Ｍｎ４＋付活フッ化物錯体蛍光体であることが好ましい。すなわち、上記青色発光
ダイオードが青色光を発し、該青色光を上記緑及び／又は黄色蛍光体が波長変換して緑色
光及び／又は黄色光を発し、上記青色光を上記赤色蛍光体が波長変換して赤色光を発する
こととなり、これら青色光と、緑色光及び／又は黄色光と、赤色光とが混色することで白
色光となる。特に上記赤色蛍光体として、Ｍｎ４＋付活フッ化物錯体蛍光体を用いること
で、上述した波長透過率やＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０カバー率を満たす光を好適に作る
ことができる。
上記Ｍｎ４＋付活フッ化物錯体蛍光体としては、具体的には、ＫＳＦ蛍光体であることが
好ましい。
なお、上記ＫＳＦ蛍光体とは、化学式Ｋ２ＳｉＦ６：Ｍｎの赤色蛍光体を意味する。図１
に、上記赤色蛍光体としてＫＳＦ蛍光体を用いた光源の発光スペクトルを示したが、図１
に示したように、上記赤色蛍光体がＫＳＦ蛍光体であることで、例えば、図２に示した白
色発光ダイオードの発光スペクトルと比較して、赤色領域側の発光スペクトルがシャープ
（半値幅が狭くなり）となり、色域を拡大できる。
【００３３】
また、本発明の画像表示装置において、上述した波長透過率やＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２
０カバー率を満たす光としては、有機エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）素子から発光さ
れた光であることも好ましい。
本発明の画像表示装置が有機ＥＬ表示装置となり、有機ＥＬ表示装置は、自発色すること
により視認性が高く、液晶表示装置と異なり全固体ディスプレイであるため耐衝撃性に優
れ、応答速度が速く、また、温度変化による影響が少ない、更に、視野角が大きいなどの
利点を有する。
また、上記有機ＥＬ表示装置は、上述した偏光板を備えるため、外光反射を防止できる。
【００３４】
上記有機ＥＬ素子としては特に限定されず、例えば、陽極／有機ＥＬ層／陰極の積層構造
が挙げられ、上記有機ＥＬ層としては、発光層、電子とホール（正孔）の注入層及び輸送
層からなる構成が挙げられる。
このような有機ＥＬ素子や有機ＥＬ層としては、従来公知のものが挙げられる。
【００３５】
また、本発明の画像表示装置において、上述した波長透過率やＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２
０カバー率を満たす光としては、シアン色ＬＥＤと赤色レーザーとを用いて作られた光で
あってもよい。このようなシアン色ＬＥＤと赤色レーザーとを用いて作られた光でも上述
した波長透過率やＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０カバー率を満たし、干渉色を消すことがで
きる。
上記シアン色ＬＥＤとしては、青色ＬＥＤと緑色蛍光体とを用いて得ることができる。ま
た、上記赤色レーザーとしては特に限定されず、従来公知のレーザーが使用できる。
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【００３６】
本発明の画像表示装置の光学フィルムに入射する光は、上述のように従来の白色発光ダイ
オードからの光と比較して、光の発光スペクトルがより狭いものであるが、具体的には、
上記発光素子より発光された光は、波長５８０ｎｍ以上７８０ｎｍ以下の赤色領域、波長
４８０ｎｍ以上５８０ｎｍ未満の緑色領域、及び、波長３８０ｎｍ以上４８０ｎｍ未満の
青色領域の各領域において、それぞれ発光スペクトルのピークを有し、上記赤色領域にお
ける発光スペクトルのピークの半値幅が７０ｎｍ以下であり、上記緑色領域における発光
スペクトルのピークの半値幅が６０ｎｍ以下であり、上記青色領域における発光スペクト
ルのピークの半値幅が４０ｎｍであることが好ましい。
上記光学フィルムに入射する光の各色における発光スペクトルのピークの半値幅が上記範
囲にあることで、本発明の画像表示装置は、高い演色性を有する。また、上述した波長透
過率が２０～８０％となるように設計することで、上述したＫＳＦ蛍光体を用いた光のよ
うなシャープな発光スペクトルを有する光源であっても、干渉色を極めて高度に抑制させ
ることができる。
上記赤色領域における発光スペクトルのピークの半値幅が６０ｎｍ以下であり、上記緑色
領域における発光スペクトルのピークの半値幅が５０ｎｍ以下であり、上記青色領域にお
ける発光スペクトルのピークの半値幅が３０ｎｍであることがより好ましい。
なお、上記各ピークの半値幅は、例えば、緑色領域（波長４８０ｎｍ以上５８０ｎｍ未満
）のピーク強度の半分の強度となる波長（波長は、ピーク強度波長からみて、短波長側と
長波長側にある）の波長を求め、長波長側と短波長側の波長の差とする。
本発明の画像表示装置は、特に、青色領域、緑色領域及び赤色領域の中で最も半値幅の狭
い領域が赤色領域である発光スペクトルを有する光に対して有効な設計である。すなわち
、本発明において、上記赤色領域における発光スペクトルの半値幅は、３０ｎｍ以下であ
ることが最も好ましい。このような発光スペクトルを有する光としては、特に上述したＫ
ＳＦ蛍光体を用いた光源から発せられた光が特に好適である。
なお、赤色領域における発光スペクトルに着目する理由は以下の通りである。
図１は、赤色蛍光体としてＫＳＦ蛍光体を用いた光源の発光スペクトルであり、図２は、
白色発光ダイオードの発光スペクトルであり、図４は、式（Ａ）を用いて、θを４５°と
し、Ｎ（λ）をポリエチレンテレフタレートの可視光領域（波長３８０ｎｍ以上波長７８
０ｎｍ以下）の波長の複屈折率を、波長５９０ｎｍの複屈折率で割った値とし、光学フィ
ルムの波長５９０ｎｍに対する位相差Ｒｅを１００００ｎｍとした時の透過率を計算した
グラフであり、図５は、図１と図４とを掛け合わせたグラフと、図１のグラフとを重ねた
グラフであり、図６は、図２と図４とを掛け合わせたグラフと、図２のグラフとを重ねた
グラフである。
図４より、光学フィルムのリタデーション値と、複屈折率の波長依存性との影響により、
発光スペクトル変化の周期が波長の増大に合わせて大きくなる。そして、図５及び図６に
示したように、光源の発光スペクトルと光学フィルムの透過率とを重ね合わせた際、特に
赤色領域に、発光スペクトルが入りにくくなるため、赤色領域における発光スペクトルに
着目するのである。
【００３７】
上述した面内に複屈折率を有する光学フィルムと偏光子とがこの順序で配置された構成を
有する本発明の画像表示装置は、上述した光を発する光源上に上記偏光子と光学フィルム
とを公知の方法で配置することで製造することができる。
【発明の効果】
【００３８】
本発明の画像表示装置は、上述した構成を有するため、特殊な無機系素材を用いず、実用
上問題ない厚みを有する光学フィルムを備え、高い演色性を有するとともに、狭い発光ス
ペクトルを有する光源であっても、ブラックアウト及び干渉色（ニジムラ）が極めて高度
に抑制されたものとなり、任意の位置から表示画面を観察したときであっても、色差の小
さな表示画面が得られる。
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このため、本発明の画像表示装置は、有機エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）表示装置及
び液晶表示装置（ＬＣＤ）に好適に使用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３９】
【図１】赤色蛍光体としてＫＳＦ蛍光体を用いた光源の発光スペクトルを示す図
【図２】白色発光ダイオードの発光スペクトルを示す図
【図３】ＣＣＦＬの発光スペクトルを示す図
【図４】式（Ａ）を用いて、θを４５°とし、Ｎ（λ）をポリエチレンテレフタレートの
可視光領域（波長３８０ｎｍ以上波長７８０ｎｍ以下）の波長の複屈折率を、波長５９０
ｎｍの複屈折率で割った値とし、光学フィルムの波長５９０ｎｍに対する位相差Ｒｅを１
００００ｎｍとした時の透過率を計算したグラフ
【図５】図１と図４とを掛け合わせたグラフと、図１のグラフを重ねたグラフ
【図６】図２と図４とを掛け合わせたグラフと、図２のグラフを重ねたグラフ
【図７】ｉＭａｃ　Ｒｅｔｉｎａ４ＫのＲＧＢそれぞれのスペクトルを重ねたグラフ
【図８】ｉＰｈｏｎｅ　６　ＰｌｕｓのＲＧＢそれぞれのスペクトルを重ねたグラフ
【発明を実施するための形態】
【００４０】
以下に実施例及び比較例を掲げて本発明を更に詳しく説明するが、本発明はこれら実施例
及び比較例のみに限定されるものではない。
なお、文中、「部」又は「％」とあるのは特に断りのない限り、質量基準である。
【００４１】
実施例、比較例及び参考例で作製した光透過性基材等のリタデーションは、以下のように
して測定した。
【００４２】
（リタデーションの測定）
リタデーション値が２００００ｎｍ未満の光学フィルムのリタデーションは、王子計測機
器社製ＰＡＭ－ＵＨＲ１００を用いて測定した。
リタデーション値が２００００ｎｍを超える光学フィルムのリタデーションは、次のよう
にして測定した。
まず、延伸後の光学フィルムを、二枚の偏光板を用いて、光学フィルムの配向軸方向を求
め、配向軸方向に対して直交する二つの軸の波長５９０ｎｍに対する屈折率（ｎｘ、ｎｙ
）を、アッベ屈折率計（アタゴ社製　ＮＡＲ－４Ｔ）によって求めた。ここで、より大き
い屈折率を示す軸を遅相軸と定義する。光学フィルムの厚みｄ（ｎｍ）は、電気マイクロ
メータ（アンリツ社製）を用いて測定し、単位をｎｍに換算した。複屈折率（ｎｘ－ｎｙ
）と、フィルムの厚みｄ（ｎｍ）の積より、リタデーションを計算した。
【００４３】
（光学フィルムに入射する光の発光スペクトル測定）
発光スペクトルは、分光光度計を用いて測定することができる。測定の際、画像表示装置
を白表示させ、分光光度計の受光器は表示装置の光出射面に対して垂直となるように設置
し、視野角は１°とする。測定装置としては、コニカミノルタ社製分光放射輝度計ＣＳ－
２０００やトプコン社製分光放射計ＳＲ－ＬＥＤＷ－５Ｎ、ＳＲ－ＵＬ２を用いることが
できる。
【００４４】
（光学フィルムに入射する光の色域測定）
光学フィルムに入射する光の色域は、ＲＧＢの三色の混合によって再現でき、ＣＩＥ１９
３１－ｘｙ色度図上の三角形で示される。上記三角形は、ＲＧＢ各色の頂点座標を定め、
各頂点を結ぶことにより形成される。ＲＧＢ各色の頂点座標は、分光光度計を用いて測定
することができる。測定の際、画像表示装置のＲＧＢをそれぞれ表示させ、分光光度計の
受光器は画像表示装置の光出射面に対して垂直となるように設置し、視野角は１°とする
。測定装置としては、コニカミノルタ社製分光放射輝度計ＣＳ－２０００やトプコン社製
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分光放射計ＳＲ－ＬＥＤＷ－５Ｎ、ＳＲ－ＵＬ２を用いることができる。
なお、表１に、ＢＴ．２０２０規定のＲＧＢのｘｙデータと、ＫＳＦ蛍光体を用いた光源
としてｉＭａｃ　Ｒｅｔｉｎａ４Ｋの光のＲＧＢのｘｙデータと、白色ＬＥＤを用いた光
源としてｉＰｈｏｎｅ　６　Ｐｌｕｓの光のＲＧＢのｘｙデータとを示した。
【００４５】
（ＢＴ．２０２０カバー率）
色域のカバー率は、ＣＩＥ１９３１－ｘｙ色度図におけるＢＴ．２０２０規定の三角形の
面積に対して、光学フィルムに入射する光の色域の三角形の面積の重なり部分の面積の比
率を算出し、表１に結果を示した。
【００４６】
【表１】

【００４７】
（半値幅算出）
ＫＳＦ蛍光体を用いた光源としてｉＭａｃ　Ｒｅｔｉｎａ４Ｋにて、ＲＧＢをそれぞれ表
示させ、光学フィルムに入射する光の色域測定と同様の方法にて、各領域の発光スペクト
ルを測定した。白色ＬＥＤを用いた光源としてｉＰｈｏｎｅ　６　Ｐｌｕｓも同様に測定
を行った。
なお、表２に、それぞれの光源からの光のＲＧＢそれぞれのスペクトルのピーク波長（ｎ
ｍ）及びその半値幅（ｎｍ）を示し、図７にｉＭａｃ　Ｒｅｔｉｎａ４ＫのＲＧＢそれぞ
れのスペクトルを重ねたグラフを示し、図８にｉＰｈｏｎｅ　６　ＰｌｕｓのＲＧＢそれ
ぞれのスペクトルを重ねたグラフを示した。
【００４８】

【表２】

【００４９】
（光学フィルムの作製）
ポリエチレンテレフタレート材料を２９０℃で溶融して、フィルム形成ダイを通して、シ
ート状に押出し、水冷冷却した回転急冷ドラム上に密着させて冷却し、未延伸フィルムを
作製した。
この未延伸フィルムを二軸延伸試験装置（東洋精機製）にて、１２０℃にて１分間予熱し
た後、１２０℃にて、延伸倍率４．５倍に延伸した後、その延伸方向とは９０度の方向に
延伸倍率１．５倍にて延伸を行い、ｎｘ＝１．７０、ｎｙ＝１．６０、膜厚１５μｍの光
学フィルムを得た。波長５９０ｎｍにおけるリタデーションは、１５００ｎｍであった。
上記方法にて、膜厚を変更し、リタデーション＝２０００ｎｍ、３０００ｎｍ、４１００
ｎｍ、６０００ｎｍ、８２００ｎｍ、９０００ｎｍ、１００００ｎｍ、１１５００ｎｍ、
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１２９８０ｎｍ、２５２００ｎｍ、３３０００ｎｍ、１０１０００ｎｍの光学フィルムを
作製した。
【００５０】
（実施例１～５）
ＫＳＦ蛍光体を使用したｉＭａｃ　Ｒｅｔｉｎａ４Ｋ（Ａｐｐｌｅ社製）の観測者側に近
い偏光子よりも観測者側にある部材を取り外し、光学フィルムに入射する光のＩＴＵ－Ｒ
　ＢＴ．２０２０カバー率を計算したところ、７３％であった。偏光子よりも観測者側に
、粘着を介してリタデーションが３０００ｎｍ、６０００ｎｍ、８２００ｎｍ、１２９８
０ｎｍ、２５２００ｎｍの各光学フィルムを接着し、画像表示装置を製造した。偏光子の
吸収軸と、光学フィルムの遅相軸とのなす角度は４５°とした。
【００５１】
（比較例１～１５）
リタデーションが１５００ｎｍ（比較例１）、２０００ｎｍ（比較例２）の光学フィルム
を用いた以外は実施例１と同様にして画像表示装置を製造した。
また、白色ＬＥＤを光源に使用したｉＰｈｏｎｅ　６　Ｐｌｕｓ（Ａｐｐｌｅ社製）の観
測者側に近い偏光子よりも観測者側にある部材を取り外し、光学フィルムに入射する光の
ＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０カバー率を計算したところ、４９％であった。偏光子よりも
観測者側に、粘着を介して表３に示したリタデーション値の各光学フィルムを接着し、比
較例３～１５に係る画像表示装置を製造した。偏光子の吸収軸と、光学フィルムの遅相軸
とのなす角度は４５°とした。
【００５２】
（比較例１６～２０、参考例１）
リタデーションが４１００ｎｍ（比較例１６）、９０００ｎｍ（比較例１７）、１０００
０ｎｍ（比較例１８）、１１５００ｎｍ（比較例１９）、３３０００ｎｍ（比較例２０）
及び１０１０００ｎｍ（参考例１）の光学フィルムを用いた以外は、実施例１と同様にし
て画像表示装置を製造した。
【００５３】
（色味評価）
実施例、比較例、参考例で作製した画像表示装置を用いて以下の色味評価を行った。
暗所にて、画像表示装置を白表示とし、偏光サングラス吸収軸と偏光板の吸収軸とのなす
角度が０°（パラレルニコル）となるときと、９０°（クロスニコル）となるときの正面
色味を、同時に１０人で観察を行い、下記の基準に従い評価した。
最多数の評価を観察結果とした。
×：干渉色が強い
△：干渉色はあるが、実用上問題ないレベル
○：干渉色がうっすら見える
◎：干渉色が見えない
【００５４】
（光学フィルムを通過した光の透過率測定方法）
実施例、比較例、参考例にて製造した画像表示装置における、波長５８０～７８０ｎｍの
間で最もピーク強度の高い波長の強度Ａを、分光放射輝度計ＣＳ－２０００（コニカミノ
ルタ社製）にて測定する。次に、各画像表示装置の観測者側に他の偏光子を配置し、偏光
子の吸収軸と他の偏光子の吸収軸とがパラレルニコルの状態で強度Ｂを測定し、（強度Ｂ
／強度Ａ）×１００を計算し、透過率を求めた。なお、ＫＳＦ蛍光体を含む光源を用いた
場合は、波長５８０～７８０ｎｍの間で最もピーク強度の高い波長として、波長６３０ｎ
ｍの透過率を測定し、白色ＬＥＤを用いた場合は、波長５８０～７８０ｎｍの間で最もピ
ーク強度の高い波長として、波長６０５ｎｍの透過率を測定した。
なお、偏光子の吸収軸と他の偏光子の吸収軸とがクロスニコル状態の場合も同様に、まず
は強度Ａを測定し、ついで、偏光子の吸収軸と他の偏光子の吸収軸とがクロスニコルの状
態で強度Ｃを測定し、（強度Ｃ／強度Ａ）×１００を計算し、透過率を求めた。
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【００５５】
（演色性評価）
同じリタデーション値の光学フィルムを貼りあわせた、各光源を用いた画像表示装置をカ
ラー表示させ、１５人の人に、どちらの画像表示装置の演色性が高いか評価した。
○：演色性が高いと答えた人が８人以上
×：演色性が高いと答えた人が８人未満
【００５６】
（色差判定）
実施例、比較例、参考例で作製した画像表示装置を用いて以下の色差評価を行った。
暗所にて、画像表示装置を白表示とし、偏光サングラス吸収軸と偏光板の吸収軸とのなす
角度が０°（パラレルニコル）となるときと、９０°（クロスニコル）となるときの正面
色味を、同時に１０人で観察を行い、下記の基準に従い評価した。
最多数の評価を観察結果とした。
◎：パラレルニコル時とクロスニコル時の色差がない。
○：パラレルニコル時とクロスニコル時の色差が少しある。
△：パラレルニコル時とクロスニコル時の色差があるが、実使用上問題ない。
×：パラレルニコル時とクロスニコル時の色差が多く、使用できない。
【００５７】
【表３】

【００５８】
実施例に係る画像表示装置は、光学フィルムに入射する光のＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０
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カバー率が５０％以上であったため、演色性に優れていた。また、光学フィルムのリタデ
ーションが３０００ｎｍ以上であり、該光学フィルムの遅相軸と偏光子の吸収軸とのなす
角度が凡そ４５°となるよう配置しているため、ブラックアウトの問題も生じなかった。
また、表３に示したように、光学フィルムを透過した波長６３０ｎｍの光の透過率が２０
～８０％であったため、干渉色の発生も抑制でき、更に、色差の評価にも優れたものであ
った。
なお、表３に示したように、比較例１６～２０に係る画像表示装置は、演色性に優れてお
り、また、ブラックアウトの問題も生じなかったが、光学フィルムを透過した波長６３０
ｎｍの光の透過率が２０～８０％を外れるため、干渉色及び色差が問題となっていた。
実施例及び比較例１６～２０の結果から、光学フィルムに入射する光のＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ
．２０２０カバー率が５０％以上であると、演色性が優れ、光学フィルムのリタデーショ
ンを３０００ｎｍ以上とし、該光学フィルムの遅相軸と偏光子の吸収軸とのなす角度が凡
そ４５°となるよう配置することで、ブラックアウトの問題が解決できることが確認でき
たが、赤色領域における発光スペクトルの半値幅が狭いＫＳＦ蛍光体を用いた光源を用い
た場合、干渉色の問題を確実に解決するには光学フィルムを透過した波長６３０ｎｍの光
の透過率を２０～８０％とする必要があった。
また、参考例１に係る画像表示装置は、演色性、ブラックアウト、干渉色及び色差の結果
は優れていたが、光学フィルムの膜厚が１０１０μｍと極めて厚く、実用上問題となるも
のであった。なお、表４に、光学フィルムの複屈折率と膜厚との関係を示した。
一方、比較例に係る画像表示装置は、光学フィルムのリタデーションが３０００ｎｍ未満
であると、干渉色が問題となり（比較例１、２、３、４）、比較例５～１５に係る画像表
示装置は、光学フィルムに入射する光の赤色領域における発光スペクトルの半値幅が広い
ことから、光学フィルムのリタデーションが３０００ｎｍ以上であり、該光学フィルムの
遅相軸と偏光子の吸収軸とのなす角度が凡そ４５°となるよう配置することで、波長６０
５ｎｍの光の透過率が２０～８０％を外れても、干渉色、ブラックアウト及び色差を防止
できたが、光学フィルムに入射する光のＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０カバー率が５０％未
満であったため、演色性に劣っていた。
【００５９】

【表４】

【産業上の利用可能性】
【００６０】
本発明は、上記構成を有するため、特殊な無機系素材を用いず、実用上問題ない厚みを有
する光学フィルムを備え、高い演色性を有するとともに、狭い発光スペクトルを有する光
源であっても、ブラックアウト及び干渉色（ニジムラ）の発生を極めて高度に抑制された
ものとなり、任意の位置から表示画面を観察したときであっても、色差の小さな表示画面
が得られる画像表示装置として好適である。



(16) JP 6600611 B2 2019.10.30

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】



(17) JP 6600611 B2 2019.10.30

10

20

30

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ｈ０５Ｂ  33/02     (2006.01)           Ｈ０５Ｂ   33/02     　　　　        　　　　　
   Ｈ０１Ｌ  51/50     (2006.01)           Ｈ０５Ｂ   33/14     　　　Ａ        　　　　　
   Ｈ０１Ｌ  33/50     (2010.01)           Ｈ０１Ｌ   33/50     　　　　        　　　　　

(72)発明者  小池　康博
            神奈川県横浜市青葉区あざみ野南３丁目１２番２２号

    審査官  小野　博之

(56)参考文献  特開２０１５－２１５５７７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１５－１９４６３７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１５－１２９８９３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１４－２１９４３８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１１－２１５６４６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１４－０１５０３５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１４－０１６５８９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１４－１７０２２１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－１５７０８２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１２－２３０３９０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－０９３１３２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１５－１９４６３８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１５－１５３７７４（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２０１４／１８５３１８（ＷＯ，Ａ１）　　
              国際公開第２０１１／１６２１９８（ＷＯ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０９Ｆ　　　９／００－４６
              Ｇ０２Ｆ　　　１／１３－１／１３３５
              　　　　　　　１／１３３６３－１／１４１
              Ｈ０１Ｌ　　２７／３２
              　　　　　　５１／５０
              Ｈ０５Ｂ　　３３／００－３３／２８
              Ｈ０１Ｌ　　３３／００－３３／６４


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

